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   開     議 

 

 

○鈴木富美子議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員は、ございませ

ん。 

 よって、ただいまの出席議員は定足数に達し

ております。 

 なお、土屋正人教育長から、本日の会議を欠

席させてほしい旨の届出がありましたので、ご

報告いたします。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

２号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○鈴木富美子議長 日程第１、市政一般に関する

質問を行います。 

 なお、質問の時間は、答弁を含めて60分以内

となっておりますので、ご協力をお願いいたし

ます。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 勝見英一朗議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 順位１番、議席番号３番、勝

見英一朗議員。 

  （３番勝見英一朗議員登壇） 

○３番 勝見英一朗議員 政新長井の勝見です。

最初の質問に入りますが、これは６月定例会の

一般質問で取り上げました不登校児童生徒への

対応の延長線上にあるものとして質問させてい

ただきます。 

 ６月の際は、不登校及びその原因ともなり得

るいじめについて、致芳学童クラブが小学校内

に移ったことで児童の人間関係がよくなったと

いうことから、施設の複合化が望ましいと方向

づけることを考えたのですが、その時点ではま

だ本当に複合化がよいのか確信が持てませんで

した。全国の公共施設の複合化を見ても、目的

は効率化のためであって、真にスクール・コミ

ュニティをつくろうとするものではないように

思いましたし、スクール・コミュニティ自体も

それを標榜する自治体はあっても、実際は従来

の学校と地域との連携の域を出ないもののよう

に思いました。 

 そのようなことから、例えば小学校と学童ク

ラブの複合化が望ましいのかを考えても確信が

持てなかったのは、仕方なかったように思いま

す。実際、本市が教育と地域づくりの大きな方

向としてスクール・コミュニティを目指すとし

ながらも、まだまだイメージは描けていないと

いうのが現実と思います。このまま推移しても、

スクール・コミュニティは掛け声だけに終わる

可能性は高いと感じます。 

 一方、果たしてそれでいいのかとも考えまし

た。やり方はあるのではないか。では、どうす

ればスクール・コミュニティの姿を示せるのか。

教育委員会がリードするのか、地域づくり推進

課なのか、一般社団法人長井市コミュニティ協

議会なのか、それとも学校が地域を巻き込むの

か。どれを取っても長井市全体で進めるのは無

理だろうと思います。何しろ大げさかもしれま

せんが、全国で参考とすべき例がないのですか

ら、６地域が共通のイメージを持つことには無

理があります。 

 本市らしいスクール・コミュニティをつくる

というのであれば、小さなところから徐々に姿

をつくっていくしかありません。幸いにして、
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先に上げた致芳地区のような例があります。こ

うした地区をモデル地区に指定して、本市スク

ール・コミュニティの嚆矢とし、学校と学童ク

ラブ運営者や地域住民との協議、連携の在り方、

児童生徒と地域の変容などを具体的に示して、

将来、他地域の参考とする、そのような進め方

が現実的であろうと考えます。何年かかかるこ

とになりますが、縮小する地方で子供も大人も

共に生きていくという共存のモデルをつくる重

要な取組ですから、じっくり取りかかることも

必要と思います。 

 このように、本市らしいスクール・コミュニ

ティをつくり上げていくために、まずはモデル

地区を定めることについて、教育長はどのよう

にお考えかお伺いいたします。 

 続けて、次期公共施設等整備計画で、教育・

子育て施設の複合化を盛り込むためには、複数

課横断の検討組織が必要ではないかについて、

市長にお尋ねいたします。 

 さきの質問で、モデル地区を定めてはどうか

と申し上げましたが、その複合化を進めるには、

令和８年度からの次期計画にどう盛り込んでい

くかが鍵となります。関係するであろう施設は、

小学校、児童センター、学童クラブ、そしてコ

ミュニティセンターですが、それぞれの所管課

は異なりますので、単純に整備計画を求めてい

ったのでは、築年数に応じた修繕や建て替えに

基づいた計画となり、それぞれのどんな機能を

複合化して、どんな効果を期待するのかという

根幹の考え方が反映されないままの整備計画と

なりかねません。一般の施設なら、老朽化の度

合いを考え、長寿命化なり建て替えなり、ある

いは廃止するなりを整備計画に盛り込めばよい

のですが、子供に関わる施設については、整備

した後の10年先、20年先にどのように使われて

いるのかを予測した上で整備することが求めら

れます。 

 そのためには、現在の学校教育課と教育総務

課、子育て推進課、地域づくり推進課等を横断

した検討組織をつくり、できれば当該地域の住

民も巻き込んで、素案づくりを進める必要があ

ると考えます。来年度までの検討期間を考えれ

ば時間はないのですが、全国を見ても公共施設

の複合化やスクール・コミュニティがこれまで

の概念を覆すものになっているところはないよ

うに思いますので、本当に全国のモデルになる

ようなスクール・コミュニティに取り組むので

あれば、複数課を横断した検討組織をつくり、

令和18年度から先を見据えた議論を行って、理

念を共有し、整備計画を練り上げていく、そう

した過程を踏む必要があると考えます。そのよ

うな進め方について、市長はどのようにお考え

か、お伺いいたします。 

 次に、市内にある２つの県立高校の在り方と

その支援策について、市長にお尋ねいたします。 

 県立高校の現況については、度々一般質問の

テーマになってきました。直近では、さきの６

月定例会で鈴木一則議員が定員割れの課題を質

問されております。私も何度か取り上げてまい

りましたが、特に米沢鶴城高校の開校を来年４

月に控えた今、本市にある県立２校の魅力化は、

本市にとって喫緊の課題になってきていると感

じます。 

 さて、その魅力化ですが、自治体によっては

様々な取組が行われていて、入学支援金や給食

費用の補助、学習支援員の配置や修学旅行費用

の補助など、直接的な支援は分かりやすい形と

言えます。ただ、こうした形は自治体の体力差

で優劣が決まり、自治体が競って取るべき方策

かどうか、疑問の残るところです。そうではな

く、開設されている学科を魅力あるものにした

り、生徒の進路実現をバックアップする体制を

整えたり、地域に残っても都市部に負けない自

己実現の環境があったりということが大事なの

ではないかと思います。 

 そうした観点から、１点目の質問、高校生の
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スモールビジネス立ち上げを支援し、高校と本

市の魅力化を図ってはどうかについて、市長に

質問いたします。 

 長井工業高校では、ここ数年、課題研究の質

は年々高まっており、昨年のＤＸコンテストで

は福祉生産システム科の３名がファイナルに出

場し、長井教育会賞を受賞しました。今年は別

のグループが県立産業技術短期大学校の先生と

協力して、野菜の生育に最適な照明を実験研究

しております。昨年度の研究も今年度の研究も、

どちらも資金援助してビジネスとして立ち上げ

られたら面白いと思わせる研究です。 

 長井高校でも、デザインを得意とする生徒が

放課後に地域ＩＣＴクラブの活動で企業のパン

フレット作成などを行っておりますし、家庭部

は、八芳園のシェフと組んで開発した米粉スム

ージーが白金台のショールームで販売され、今

後は市内菓子店でも販売されると紹介されてお

ります。 

 私は、これらをアイデアや一時的な商品で終

わりにするのではなく、何とか事業化できない

かと思ってきました。商工業事業者が業務とし

て行うには、利益率は高くないでしょうから難

しいのですが、高校生自らが事業者になるとし

たら、そして、そのための開業資金を市が援助

し、高校生のスモールビジネスを立ち上げられ

るとしたら、高校のみならず本市にとっても大

きな魅力になるのではないでしょうか。もしそ

うした高校生によるスモールビジネスが複数生

まれる環境であれば、学区外、あるいは県外か

らの入学者も呼び込める要素となります。県外

志願者の受入れは、現在は小規模校に限定され

ているのですが、将来的には特徴的な教育を行

う学校にも対象を拡大するべきだと考えますの

で、そうした県への働きかけにもつながること

とも考えます。 

 昨年２月、印象深い記事を読みました。福岡

工大附属高校で、夢を実現するプロジェクトに

最大100万円を支援すると全校生徒に呼びかけ

たというものです。50万円の資金援助を受ける

ことになった生徒の企画は、成層圏に気球を飛

ばし、地球温暖化の原因を探るというものでし

た。その後は省きますが、この記事で思ったこ

とは２点です。一つは、高校生の夢を後押しす

ることの魅力、もう一つは、これは自治体でも

できるということです。それも50万円も要らな

い。一つのグループに対して10万円の開業資金

提供で、高校生のスモールビジネスを立ち上げ

ることができます。 

 県立高校の学科を含めての検討は３番目の質

問でいたしますが、まず、高校生のスモールビ

ジネスに対する支援を行い、本市と高校の魅力

化に取り組むことについて、市長はどのように

お考えになられるか、お伺いいたします。 

 次に、２点目の質問として、本市と大学が連

携協定を結ぶことによる推薦入学制度の活用に

ついて、市長にお伺いいたします。 

 近年、私立大学と自治体が連携協定を結び、

大学入学希望者を自治体が募集するという事例

が各地で見られるようになってきました。最近

では小国町が東北芸術工科大学と連携し、芸工

大の入学希望者を町が募集し、推薦する協定を

結んでおります。そのほかにも、川西町と愛知

大学、遊佐町と日本福祉大学など、全国で自治

体推薦が行われております。自治体にとっての

メリットは、自治体推薦という広報を通して高

校生に地域の課題を真剣に考える動機づけがで

きることや、大学で地域振興を学び、卒業後に

その自治体で実践するという即戦力の人材を発

掘できることにあります。 

 本市においても、本市と交流のある大学、あ

るいは今後その専門性をまちづくりに生かした

いと考える高等教育機関と連携し、高校卒業見

込みの生徒を自治体推薦する、そうした取組を

検討してはいかがかと考えますが、市長のお考

えをお伺いいたします。 



 

―２６― 

 この項目の最後に、西置賜地域の人材育成を

担う市内２高校について、どのような在り方が

求められるのか、本市の考えをまとめ、県に提

案していくことができないか、市長にお伺いい

たします。 

 最初の質問の前置きで述べましたとおり、地

域の高校の魅力を高めるには、将来を先取りし

た知識・技術を学べる学科構成であること、生

徒の進路実現をバックアップする体制があるこ

と、地域に残っても都市部に負けない自己実現

の環境があることなどが大事だと考えておりま

す。そして、そうした高校を地域でつくり出す

ためには、県立高校といえども自治体の考えを

設置者にしっかり示していくことが大事だと考

えます。 

 そのことについては、６月定例会の鈴木一則

議員の質問に、市長は、高畠町も含め、近隣自

治体との話合いが必要だという趣旨の答弁をな

さいましたが、その際にあっても、まずは本市

としてどのような学科構成を望むのか、私は現

在とは違った視点で考えたいのですが、例えば

宮城県中新田高等学校は、令和８年度に地域社

会学科の設置を予定していて、内容は、地域の

産業・スポーツ・防災を中心テーマとする学校

設定教科、地域創造学Ⅰ・Ⅱと、その探求的な

学びを通した100年続くまちづくりを地域と共

につくっていくものとなっております。 

 伊丹市立伊丹高等学校の令和７年度設置予定

の学際領域学科も特徴的で、予測困難な社会、

ＶＵＣＡのその先の時代において、世界の人々

やＡＩと共に新しい未来をつくることができる

人材の育成を目指すとするものです。 

 これらの学科は、従来、普通科としか称する

ことができなかったものが、2022年度から学際

領域学科と地域社会学科という２つの名称を用

いることができるようになったことに基づくも

ので、文部科学省の普通科教育改革の流れに沿

った学科開設となっております。私は、本市に

立地する普通科に対しても、そのような視点で

の見直しがあってよいと考えます。そうすれば、

地域社会学科の卒業見込み生徒の自治体推薦と

大学卒業後の本市採用など、新たな流れが生ま

れることが期待されます。また、社会人となっ

ても自分を磨き続けられる環境整備として、市

が市民大学を主催し、単なる教養講座でなく、

明確なビジネス目的の講座とするなら、本市人

材の自己実現に資することができると考えます。 

 そうした展望について、本市の考えをまとめ、

その出発点としての高校改革の構想を県に提案

していく、あるいは県と協議していくことにつ

いて、市長はどのようにお考えになられるでし

ょうか、お尋ねいたします。 

 ３番目の学校給食についての質問に移ります。 

 最近、給食費の無償化の報道が目を引くよう

になってまいりました。今年６月に、文部科学

省による学校給食費の無償化を実施する各教育

委員会の取組の実態調査結果が公表されたので

すが、それによれば、昨年９月時点で公立小・

中学校で条件を設けずに給食を無償提供する自

治体は30.5％、条件付の一部無償化を含めると、

40.3％に上ることが分かりました。 

 県内の小・中学校の今年度の予定については、

３月に山形新聞の調査結果が報道され、21の市

町村が完全無償化または条件付一部無償化を行

うということです。青森県は、10月から県内全

ての市町村に給食費の平均額を上限に分配する

とし、和歌山県も今年10月から給食費を無償化

する市町村に対し、学校給食費の一部を補助す

るとしております。 

 こうした無償化の流れの中で、本市でもこれ

まで何人かの議員から給食費無償化が提言され

てまいりました。今年３月の定例会では、今泉

春江議員は、財源の案も具体的に提起されてお

られましたし、昨年６月定例会で平 進介議員

は、第２子からの無償化を提案しておられまし

た。 
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 少子化が進展する中、子育て世代への支援は

最も重要な施策であると考えております。給食

費の無償化もその延長線上にあるものと理解は

いたしますが、一方、自分の中には、給食費の

無償化と教育費の無償化は違う性質のものでは

ないかという感覚や、自治体間の無償化競争の

現状は自治体の体力、すなわち財政力によると

ころが大きく、自治体が互いに政策を競い、効

果的な財政運営を目指すという方向とは違うの

ではないかといった感覚がありました。 

 第一義的には、市長も、政策提言された各議

員も言っておられるように、給食費の無償化は

国において実現すべき課題であろうと思います。

2022年から2024年にかけて、200を超す地方議

会が給食費の無償化に係る財政支援を国に求め

る意見書を衆議院に提出している趣旨は、地域

間格差を生じさせないようにするべきだという

もので、全くそのとおりと思います。 

 さて、そのような中で、本市の学校給食をど

のように特徴づけるかを考えたとき、無償化に

対する国の制度設計を求めつつも、質の高い、

文字どおり、おいしい給食を提供し続けること

が自治体の役割なのではないかと思うようにな

りました。もちろんそのために本市では、今年

度当初予算で１食当たり小学校で50円、中学校

で53円を補助し、物価高騰分を抑えて保護者負

担が生じないようにしておりますし、それでも

不足するとして、今定例会にはさらに小学校で

14円、中学校で20円の追加補助が提案されてお

ります。 

 しかし、この補助分は、現状を維持するため

に必要最小限な経費で、現状を改善するもので

はないのだろうと思います。現状でも、栄養教

諭をはじめ、スタッフの努力でカロリー、各種

栄養素は基準を満たしているものの、提供でき

る食材は限られているのではないかと懸念いた

します。一般に言われているように、豚肉から

鶏肉に、ブロック肉からひき肉に、肉からかま

ぼこなど練り物に変更せざるを得ず、果物など

はなかなか出せないのが現状ではないかと思っ

ております。 

 誰もが、子供にはおいしい給食を食べさせた

いと思うもので、先日も長井市産のブランドス

イカ、あやめ郷西瓜が給食に初めて提供され、

子供たちがおいしそうに食べている様子が新聞

に掲載されておりました。このスイカは、地元

生産者がＪＡを通して提供したものということ

でしたが、長井にはラ・フランスやリンゴなど

おいしい果物が豊富です。これらを時々は給食

に添えてあげたいと思うのは、皆同じだろうと

思います。 

 給食共同調理場に置いてあった子供たちの感

想文を読んでみると、鶏肉のレモン漬けとか、

レインボー米粉カレーが人気でしたし、長井市

産の野菜が食べられてよかったという感想もあ

りました。そうした思いをたくさんさせたい。

そのためであれば補助費は必要最小限ではなく、

もっと充実を図ってよいのではないかと思うと

ころです。そして、どこも無償化を競う中にあ

って、本市はどこにも負けない給食の質を特長

とし、それを誇りを持って宣言することができ

る、そうした基本姿勢であってよいのではない

かと思うものです。 

 もちろん、保護者負担、特に経済的に困って

いる家庭の負担を軽減するために、就学支援制

度を使いやすくすることや、心理的負担を負わ

ないようにすること、これは今年３月の今泉議

員の質問に対する教育長の答弁で触れられてい

るとおり、何度も丁寧に説明し、偏見や差別を

生まない配慮がなされているところですが、加

えて、他の自治体が行っているように、申請の

有無にかかわらず、全員に申請書の提出を求め

て申請希望の有無について確認する方法など、

一層の配慮は重要だと思っております。 

 そうした支援策を取り、給食費の無償化のた

めの財源を国に求めることは継続しながらも、
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市単独の補助を拡充して、文字どおり質にこだ

わった、おいしい給食の提供を本市の学校給食

の特長とすることについて、市長はどのように

お考えになられるか、お伺いいたします。 

 最後に、もう１点、１日の給食メニューを１

通りとする契約を改めることについて、給食共

同調理場長にお尋ねいたします。 

 給食に季節の果物や地元産野菜を提供しよう

とした場合、同じ食材を全員分そろえられない

という課題があります。それに関しては、小・

中学校全てが同じ献立でなくとも、小学校と中

学校や学校間で、ローテーションで食材を提供

できる仕組みにするのも方策の一つであろうと

思うのですが、現在は株式会社長井学校給食サ

ービスとの契約で、１日の献立は１種類とする

となっているようです。これを変えて、２種類

の献立を作ることができるようになれば、季節

の果物や野菜を、今週は小学校に、翌週は中学

校に提供するといったことも可能になるし、全

量確保できない地元産果物や野菜などもメニュ

ーに加えられるようになるのではないでしょう

か。限られたスペースと人員、時間の中での２

つのメニューを処理するのは難しいのかもしれ

ませんが、全量確保が難しい食材も給食で提供

できるよう、１日の給食メニューを１通りとす

る契約上の原則を改めることはできないのか、

給食共同調理場長にお尋ねして、壇上からの質

問を終わります。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 勝見英一朗議員のご質問、３項目、７点にわ

たって、様々な提言を頂戴しております。時間

のほうが残り30分ぐらいですので、ただ、簡潔

な答弁は非常に難しいご提言でございますので、

できるだけ急ぎますが、不十分な点については

ぜひまた違う機会にお願いしたいと存じます。 

 まず、最初に１点目、スクール・コミュニテ

ィを進めるための教育・子育て施設の複合化に

ついてということで、私には次期公共施設等整

備計画に教育・子育て施設の複合化を盛り込む

に当たり、複数課を横断した検討組織が必要で

はないかというご提言でございます。 

 最初、おっしゃるとおりでございます。議員

からございました次期公共施設等整備計画は令

和８年度からとなりまして、令和17年度までの

10年間、我々としては前期５年、後期５年の計

画ということでございます。ただ、これはハー

ド整備の計画でございまして、議員からご提言

いただきましたスクール・コミュニティ、これ

については私どもの概念としては小さな拠点、

これの概念なんですね。学校というより、学校

を通じて子供を中心としたコミュニティをつく

っていく必要があるという考え方でございます。

これについては、計画期間の後期に複合化によ

り整備することを盛り込む予定でおります。 

 というのは、ご案内のとおり、長井市の場合

は平成の30年のうち、もうほとんどが財政再建、

あるいは大変厳しい財政状況から、ハード整備

についてはなかなかできなかったと。ただ、財

政再建を果たしてからは、準備をしておりまし

たので、様々な有利な補助事業やら交付金、ま

た起債に対する充当率の高い起債を選んで、な

おかついろんな各省庁にアンテナを張り、職員

を派遣して、私自らもずっと回って営業して何

とかやってきたということで、かなり財政状況

は厳しい状況でございます。 

 後ほど平井議員からもございますが、そこで

財政状況はお話ししますけれども、そういった

ことから、残されたものは、実は小学校、中学

校を中心としたものがメインでございます。そ

ういう意味では、後期にそれを５年間のうちに

行うということで、地元から要望の高いコミュ

ニティセンター、あるいは中央地区を除いた５

地区には児童センターがございますので、こち

らもかなり老朽化しております。昭和50年代、

あるいは50年代から60年代のものが多いという
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ことでございます。 

 そういった意味では、ハードはそういう考え

方ですが、肝腎なのはソフトなんですね。スク

ール・コミュニティの中身、ソフトが重要でご

ざいまして、これは我々長井市役所、行政だけ

では進められないので、まずは学校、教育委員

会、そしてコミュニティセンター、それから児

童センターを運営していただいております社会

福祉協議会等々が一緒になってソフトの部分を

考えていく必要がございます。 

 まず、時期的には来年度、ハードの合意を得

るために施設整備を計画の後期に盛り込むと、

整備は複合化、合築ですることということをご

理解いただいて、時間をかけながら、その後、

令和８年から令和17年の間の後期にするという

ことで、もう令和８年度以降の３年から５年を

かけて進めていかなきゃいけないと思ってます。

とりわけ一番難しいのは、コミュニティセンタ

ーの人材も含めて、それぞれの６地区、考え方

違うわけですから、共通点をみんなで認識しな

がら、それぞれの地域に合ったスクール・コミ

ュニティの在り方があってしかるべきだと思っ

ております。 

 実は地区公民館からコミュニティセンター化

するに当たって、忘れはしない、平成21年に呼

びかけたんです。もう全く考え方がなかなか一

緒になれなくて、コミセン化する、しかも法人

化するまで10年以上かかってるんですね。もう

コミセン化になって３年目でございますが、大

分変わってまいりましたが、まだまだ従来の社

会教育、生涯学習、青少年育成、それから地域

の大体どこの地区も３大事業で運動会、文化祭、

あるいは夏祭り、こういったものをもうみんな

で力を合わせてやってきたわけでございますの

で、それを少子高齢化で地域が変わったってい

って簡単にこれ、やめられないということなど

もありまして、ここの部分が一番だと思ってま

す。 

 なお、今年も今年度になりましてからもコミ

ュニティセンターの各館長さん、主事の皆さん

などといろいろ意見交換をして、スクール・コ

ミュニティっていう概念と今後の施設整備の考

え方などもお話ししましたけれども、ある程度

時間をかけて、コミセンさんが本気になってい

ただかないと、学校側はもちろんですけども、

これは必ずうまくいかないと思っておりますの

で、そこが一番の肝腎な部分だと思っておりま

す。 

 もっともっと本当は詳しくお話ししたいんで

すが、時間もございませんので、この件につい

てはまたいろいろなところで議論、いろいろご

提言いただければと思います。そんなことで、

議員おっしゃるとおりですが、今そのソフトを

つくるための、市役所だけじゃないので、それ

をある程度理解してもらうには時間かかるとい

うことで、ご理解いただきたいと思います。 

 続きまして、２点目の県立高校の在り方とそ

の支援についてと、まさにこれが一番悩ましい

ところなんですね。 

 というのは、議員もご承知のとおり、県の教

育委員会は、我々とまた違った立場で、例えば

県立高校だけじゃなくて、義務教育が我々、市

立小学校、中学校、いろいろご支援いただいて

運営しているわけですけども、ただ、高校にな

りますと、どこの市町村もそうなんですが、関

わりがもうほとんどないわけですね。向こうは

県立高校ですから。 

 ただ、おかげさまで議員からいろいろありま

したように、長井高校、長井工業高校、大変い

い校長先生がずっと続いてますので、校長先生

次第なんですね。その点ではいろいろ、いろん

な事業をやってきたり、あるいは我々としては

特に長井工業高校は定員割れが厳しい状況です

から、以前、環境システム学科が募集停止にな

ったっていうのは５割を切ったということなん

ですけども、ただ、その募集に関しても、例え
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ば我々、中学校、小学校のほうからそういうよ

うな保護者も含めて子供たちに、工業高校って

いうのはすごい面白いんだよと。しかもそれで

大学にも進学できるチャンスはたくさんあると

いうことなど、やってきたんですが、普通高校

志向だということで、環境システムはもう幾ら

我々、長井市だけじゃなくて白鷹町、飯豊町、

小国町にも声をかけて、一緒になってやったん

ですが、結局廃止と。 

 ただ、それから間もなくして、今度は建設業

の土木人材が不足しているということで、また

違う問題が出てきたわけですね。ですから、そ

ういったことなどは県は県で、様々な視点から

判断されているということで、なかなか意思疎

通を図るのは難しいと。概論的に申し上げます

と、現在の県の教育委員会、とりわけ髙橋教育

長、大変理解ある方で、我々の話も聞いていた

だきますが、それを何か変えていくっていうと、

相当地元の県立高校との信頼関係といいますか

ね、正直言って校長先生と、長井工業高校はい

ろいろな機会ございますが、長井高校はあまり

お話ししたことございません。18年目になりま

すけれども、長井高校の校長先生と１時間、年

に１回しゃべったことあるかっていうと、ほと

んどありません。 

 また、案内も最近はいただくようになったん

ですが、なかなかいろんな会合のときには、地

元の市長っていうのは卒業式、入学式ぐらいで、

ほとんど関係ないと。ただ、長井工業高校はも

のづくり人材ということで、いろんな形で関わ

っていますので、いろいろ情報提供とかいただ

きますが、なかなかそれは校長先生の考え方一

つということで、難しい状況がございます。 

 ご提案いただいた高校生のスモールビジネス

の立ち上げを支援し、高校と長井市の魅力化を

図ってはどうかということは、大変ありがたい

ご提言でございます。これはごもっともで、た

だ、話題づくりには大変いいと。それをビジネ

ス化するっていうのは極めて難しいと思ってお

ります。 

 事例として挙げました、例えば長井高校のこ

の間、私も行ってまいりましたけども、東京都

の白金台での八芳園との連携協定を我々してま

すから、その縁で学校側も積極的だったので、

大変すばらしいものができたと思っております。

ただ、これは割とお菓子ということで、簡単に

取り組める内容なんですね。 

 例えば私どもタスの中に、２階にインキュベ

ーション施設があるんですね、ｉ－ｂａｙ。こ

れは会社の卵といいますか、もうふ化してるん

ですが、その企業に対して、あるいはビジネス

を目指してる方に対して、インキュベーション

マネジャーを私どもで委託して、年間を通して

いろんなビジネスの在り方、あるいは経営とか、

そういったところを指導していただいてるんで

すが、巣立ったところはもちろんたくさんござ

いますが、そう簡単にはいくもんじゃないと。 

 スモールビジネスと言いますけども、アイデ

アは高校生、出せるんですが、例えばスモール

ビジネスで高校生じゃなくて大学生は、いろい

ろ成功例はたくさんあると思います。というの

は、大学生は時間があるんですね。ところが、

高校生はなかなか自由な時間がないと。したが

って、そのアイデアをいただいてビジネス化を

するという受皿が必要なんですね。そこは地元

の長井商工会議所さんであったり、いろんな団

体に声をかけて、できるものとできないものが

あるだろうと。 

 ただし、本格的にそれをビジネスとして我々

が支援するのは、うちの職員ができるわけじゃ

ない。ですから、実際それを進める事業主体が

どうあるべきかということで、高校生はなかな

か難しいと。もしそういったことであれば、私

どもも例えばそのｉ－ｂａｙに対して、あるい

はｉ－ｂａｙに入ってなくても、関わってなく

ても、企業を創業したいという皆さんにはいろ
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んな支援策を用意してますし、あるいは国の事

業なども紹介してるということでございます。

したがって、ここのところはもう一歩踏み込ん

でいかないと、なかなか実現はできないものだ

と思っております。 

 これもちょっと言葉足らずでございますので、

誤解があるかもしれませんけれども、話題づく

りには大変いい事例になるだろうと。ただしこ

れをビジネス化するために市が協力しろと。お

金は出せますよ。ただ、本当にそれを運営して

いく企業が、あるいは企業をつくれるかですね、

そこが非常に簡単なことではないということは

ご理解いただきたいと思います。 

 続きまして、本市と大学の連携協定による推

薦入学制度の活用を検討してはどうかというこ

とで、これも大変面白いご提言でございます。 

 長井市とつながりの深い大学とは連携協定を

締結し、推薦入学制度をつくることはできると

思っております。逆に、そうした関係がない大

学とは連携ができないということですね。これ

をするには高校と、県立高校ですけども、私ど

もで常に連携して、深い信頼関係がないと難し

いと思ってます。推薦入学で送り込んだ学生の

質も問われまして、市というよりも高校側の考

えによるところが大きいと思ってます。例えば

私どもは長井出身の方が立教大学のスポーツウ

エルネス学部の学部長をなさっているという縁

から、連携協定を締結しようということで、今

準備を進めております。その中に推薦入学制度

を盛り込むこともできそうでございますが、高

校側がどう考えるかなんですね。 

 ちょっと事例をお話しさせていただきます。

自治体と大学の連携協定による推薦入学の事例

は、一つは隣の川西町と愛知大学というのがご

ざいます。この背景については議員もご存じだ

と思いますが、簡単にご説明申し上げますと、

2014年に川西町は愛知大学と連携協定を結んだ

と。詳しいことはちょっと時間がないので省き

ますが、同大学の創設者が川西出身の方が中心

だったと、本間さんという方ですね。そんな縁

で結ばれたということで、同町でのフィールド

ワークや共同研究などの交流連携事業を展開し、

2018年に給付型奨学金、山形県川西町・愛知大

学本間喜一奨学金というのを創設されたんです

ね。東北６県から同大学地域政策学部地域政策

学科に進学した学生を対象に、同町から４年間

でその他300万円が給付されると。現在は学生

の対象を川西町に住所がある方の子、あるいは

山形県立置賜農業高校に在学する方としており

まして、そういった給付型の奨学金を用意して

ると。愛知大学在学中の３年次修了まで川西町

にてインターンシップを２回以上行うこととか、

いろんな縛りがあるようです。 

 次の事例が、同じ置賜ですと、小国町と東北

芸術工科大、これは人材育成及び地域活性化に

関する包括連携協定ということで結んでまして、

これは小国町と東北芸術工科大、小国高校３者

で結んでるんですね。来春入学する学生を対象

とした入試から自治体推薦枠を新たに導入して、

初年度は小国町に在住するか、同町の高校に通

う高校生を対象とすると。地域に根差して活動

する社会人を育成するのが狙いだと聞いており

ます。同校の小国高校の校長が推薦する指定枠

推薦とは異なって、所定の審査を経て小国町長

が推薦すると。同大と町長は、同町は、３歳に

なる子供にオリジナルの家具を贈る事業に関わ

ってきたほか、小国高校が主体の全国小規模サ

ミットの運営に協力してきたということでござ

います。 

 あと、遊佐町の例もあるんですが、これ日本

福祉大ということで、これももともと何らかの

縁で、深いつながりがあるんですね。 

 一方で、長井市の事例ですが、山形大学とは

平成22年に人文学部と連携協定を結んでおりま

す。市民未来塾とか、あと私もここからずっと、

今年も７月に１こまだけですけど、講義を、コ
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ロナの時代を除いて十五、六回、講義は１こま、

私させてもらってます。あと、学生のフィール

ドワークというところで、あとは人文学部の先

生にいろんな審議会とか委員会の委員長とか、

そういったものでご協力いただいてます。 

 あと、大正大学、これは大正大学地方創生学

部の地域実習生受入れ承諾ということで、これ

は寺泉の菅野芳秀さんが教授として、客員教授

の扱いでされてるっていう縁で、コンソーシア

ムのほうに私どもも参加しております。一時期

は長井にセミナーハウスなどもございましたが、

現在は縮小でなくなりましたが、そんな縁があ

りました。 

 あと、もう一つが今進めようとしている立教

大学のスポーツウエルネス学部でございます。 

 時間もないんですが、長井高校、長井工業高

校の現在の大学推薦の状況ですが、両校ともに

毎年複数の私立大学から推薦の文書が来ている

が、魅力ある学校や有名大学の推薦はないので、

推薦で入学する生徒はほとんどいない状況だと

いうことでございます。 

 なお、例えば長井高校ですと、私のあたりに

は早稲田大学の文学部の推薦枠っていうのはず

っとある程度続いているんですが、今はないそ

うです。ほかの大学なんかもあるんですが、立

教大学もかつてあったと。福祉関係の学科です

が、何人かは行ったそうなんですが、その後全

然ないので、もう今はないということで、高校

側が送りたい私立高校って別にあるんですね。

それはちょっと分からないですけども、そうい

う意見があって、ですから、市役所に応募され

た大学っていうのは異様に多いんですよ、ある

大学が。いろいろ聞いていますと、そこが推薦

ということで、高校で推したので、そこに優秀

な生徒が入学したと。市役所のほうにも入って

いただけてますが、そんなことで、高校との縁

がまず大事なんだなと思っております。 

 この項で最後でございますが、地域における

県立高校の在り方について、長井市として県に

提案することはできないかということですが、

これはおっしゃるとおりなんですが、正直言っ

て、長井高校、長井工業高校とのつながりは薄

いと言わざるを得ない。それは県立高校の壁で

すよね。我々、義務教育のほうは当然、長井市

立ですから、すごく密接なわけです。ところが、

県立高校は我々の及ぶところがありませんので、

いろんなことの、お願いしかないわけですね。 

 例えば長井工業高校っていうのは学区がない

ので、山形県全区から来れるんですね。ところ

が、私どもとしては、じゃあ長井工業高校、定

員割れだから、うちで下宿とか寮とか、いろい

ろな面倒見ますから、全県来てほしいというこ

とを勝手にできないわけですね。それは長井工

業高校のあれがないと駄目だと。長井工業高校

は本当に地元の企業側ですね、非常に期待して

るんですが、残念ながら募集しても応募も、受

けてもくれない。それぐらい少ないわけですよ。

だけども、そこに進む子供たちは少ない。 

 本当に、この辺のところを議員おっしゃるよ

うに、私どもでこういったところを提案してい

く必要があるんじゃないかと思っておりますが、

手っ取り早く、例えばもう長井工業高校が定員

割れになるんだということで、存続も危ういと

いったときに、じゃあ長井市で移管しましょう

かといったら、喜んで手を挙げます。例えばこ

んなこと言ったら県には失礼なんですが、山形

市立山形商業高校、これは市立の高校ですね。

日本一の高校だっていうことで、市が、市の教

育委員会とか、我々市長部局も学校の教育方針

に関われるわけですよ。だけど、それは県立高

校は県立でやってるわけですから。 

 それから、例えば教員の派遣は義務教育と同

じようにご協力いただけるものと思ってますが、

それなりの負担はしなきゃいけないんですが、

ただ、校長先生とかは長井市で選べるわけです、

その場合。ですから、教育方針はずっと一緒で
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行けるわけですよ。そうすると、どういうこと

かっていうと、今県立高校が定員割れしてて、

ところが、置賜でいえば２つの私立高校は常に

定員を満たしてるわけですよ。なぜかっていう

と、経営方針が変わらないからですよね。 

 ところが、県立高校は校長先生の権限って大

きいわけですから、いろいろ変わってくる。あ

と、県自体の考え方も変わってくると。そうす

ると、私どもとしては、お願いはこれからいろ

いろお願いしていかなきゃいけないんですが、

提言をまとめて、果たしてそれってかなうのか

っていったら、事前に相当根回しをして、もう

事前にこういうことを出すのでいかがでしょう

かとしないと、県としても困るわけですよね。 

 したがって、そこのところが、教育長が今日

はちょっと体調などもあって欠席ではございま

すが、教育委員会と教育長とも話ししないと何

とも言えない部分があるのだと思いますので、

これ今後、引き続きの課題にさせていただきた

いと思います。 

 最後でございますが、学校給食についてでご

ざいますけれども、簡単に言って、おいしい給

食を提供することを長井市の学校給食の特長に

据えてはどうかということですが、初めに、学

校給食の取組の経過でございますが、これちょ

っとばっと読みますね。共同調理場は昭和42年

の開設以来、徹底した衛生管理と栄養バランス

の取れた献立の作成と、地産地消の推進に取り

組んで、児童生徒に安全・安心でおいしい給食

を提供しました。しかし、前の施設は50年以上

が経過しまして、提供に限界があるということ

で、新しい施設の整備が急務ということで、そ

れをまずは我々、果たしてきたわけですね。相

当なお金をかけてます。 

 ですから、ほかのまちが無償化できるのかも

しれませんけども、私どもは安全・安心で、お

いしい、しかも地産地消をできるだけ進めると

いうことで、センター化でこれからもやってい

くしかないんですが、ただ、無償化と違って、

我々常においしい、栄養価の高いものっていう

ことで、できるだけ保護者には負担をかけずに

やっていきたいと思ってますが、相当これ永久

財源がないと続けられませんので、したがって、

現在のところはおいしい給食ということで頑張

っているところです。 

 令和３年４月に新しい調理場として学校給食

のほか、児童センターとすみれ学園に対して幼

児給食の提供を開始しまして、施設整備が新し

くなるにつれて、高い衛生管理基準に基づき、

より安心・安全で、おいしい給食の提供ができ

るようになりました。また、令和５年１月から

は乳製品と卵の２種類のアレルギー対応食につ

いても提供を始めたということで、ちょっと時

間がありませんので、こんなことでいろいろや

ってますが、食材費高騰に対する支援の取組に

ついては、現在のような形で、とにかくこれか

らも負担をできるだけかけずに我々が飲み込ん

でやっていきたいと思ってます。 

 あと、地産地消の推進の取組については、さ

すがに2,000食を超える食材を地産地消は、作

ってる農家がいないんですよね。これを増やす

っていうのはそう簡単なことではありませんが、

なお、この辺についても頑張って進めてまいり

たいと思います。 

 ちょっと不十分でございますが、以上でござ

います。よろしくお願いします。 

○鈴木富美子議長 竹田 洋教育次長。 

○竹田 洋教育次長 本来であれば教育長がお答

えすべきところですが、本日席を欠いておりま

すので、代わってお答えいたします。勝見議員

からは、モデル地区を定め、スクール・コミュ

ニティの姿を示してはどうかということで、ご

質問をいただいております。 

 スクール・コミュニティの理念は、学校や子

供を縁とした地域づくりです。例えば不登校や

学習に課題がある子供がいた場合、学校の限ら
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れた資源で解決策を考えるよりも、地域との関

わりの中で育つ方法を考えていく。そこにはコ

ミュニティセンターや児童センター、学童クラ

ブ、生涯学習、スポーツ活動を行う団体など、

様々な地域の主体やコミュニティがあり、学校

や子供を真ん中に置いて、地域活動の活性化、

そして地域課題の解決も図る、そのような関わ

りを目指すものです。 

 現在、教育委員会では、致芳小学校をスクー

ル・コミュニティのモデル校としています。学

校施設を地域活動の場として開き、まずは日常

的に学校内で地域の大人と子供が関わる仕組み

づくりから実践しています。その経験や取組は

今後、他校にも広めていきたいと考えています。 

 勝見議員からご提案をいただいたモデル地区

を定めることについては、教育委員会が今実施

しているモデル校の考えをさらに広げていくも

のと捉えています。モデル地区を定めることそ

のものは、なかなか教育委員会だけで決めるこ

とはできませんので、さきの内谷市長の答弁に

もありましたとおり、地域づくり、コミュニテ

ィづくりのソフトの観点から、市長部局または

その他の諸団体等と協力して検討していく必要

があるものであろうと考えております。 

 以上、このような観点から、この後のモデル

地区、モデル校の考え方ということを捉え直し

ていきたいと考えております。 

○鈴木富美子議長 髙世 潤給食共同調理場長。 

○髙世 潤給食共同調理場長 私からは、１日の

給食メニューを１通りとする契約を改めてはど

うかというご質問をいただきましたので、簡潔

にお答えさせていただきます。 

 原則、１通りの献立としている現状におきま

しては、児童生徒が献立メニューを選ぶことが

できるセレクト給食、あとバイキング給食など

２通り以上の提供ができておりますので、現場

の現状を踏まえて、児童生徒にどのように安

心・安全でおいしい給食が提供できるのか、現

場のほうとＰＦＩ事業者のほうと検討してまい

ります。 

○鈴木富美子議長 ３番、勝見英一朗議員。 

○３番 勝見英一朗議員 短い時間の中でご答弁

いただきました。 

 私の原稿を20分ぐらいかなと思って準備した

んですが、10分多かったので、今後の反省に生

かしていきたいと思いますが、ご答弁いただき

まして、なお、スモールビジネスについても市

長おっしゃったように、もともとビジネスとし

ては成り立たない、あるいは学校として取り組

むこともできない。ただ、将来の起業家なり、

ビジネスマンなりの芽が出てくる可能性がある

ことでしたので、それに何とか刺激を与えたい

というような考え方を持っておりました。 

 そのほかの県立高校のことにつきましても大

きな課題ですので、引き続き考えていきたいと

思います。 

 

 

 鈴木 裕議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 次に、順位２番、議席番号４

番、鈴木 裕議員。 

  （４番鈴木 裕議員登壇） 

○４番 鈴木 裕議員 おはようございます。 

 一般質問初日の２番目の清和長井の鈴木 裕

です。よろしくお願いいたします。 

 まずは７月25日から26日にかけて、県の庄内

北部と最上地域が記録的な大雨に襲われ、河川

の氾濫、土砂崩れ、道路崩壊、田畑の冠水など

の被害があったほか、建物は全壊、半壊、一部

破損、床上、床下浸水の被害が2,141棟に及び

ました。これら被害は県によりますと、約913

億円で、大規模火災などを含めて、本県で発生

した災害では過去最悪ということであります。

最上地域では、救助に向かって殉職された警察


